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研究成果の概要（和文）：  本研究は、我が国の多くのマンションが、高経年化し、その居住者が高齢化するな
かにあって、マンションにおいて、（１）現実にどのような問題及び課題が生じているかを抽出し整理するとと
もに、（２）これまで行ってきた諸外国の法制の調査研究の成果を基礎に、さらに、諸外国の法制について、各
国の実態も踏まえつつも、我が国の実態との関連において調査し、（３）我が国のマンション法制に関して、①
管理（改良も含む）についての適正かつ円滑に促進する制度、および②再生（建替えまたは解消）について適正
かつ円滑に促進するための制度を構築するために、学術的見地から法的提言を目的とするものであり、下記のよ
うな研究成果を得た。

研究成果の概要（英文）： In Japan, many condominiums as well as their residents are aging. Against 
this background, the purpose of this study is as follows:(1) extracting and classifying the problems
 and issues occurring in condominiums in practice; (2) examining the legal systems and actual 
practice of other countries in relation to the actual situation in Japan, while taking into account 
the results of research on the legal systems of other countries conducted by our research group to 
date; (3) making proposals from an academic viewpoint for the creation of a system for a proper and 
smooth promotion of, (a)condominium management, and (b)regeneration(reconstruction or elimination) 
of condominiums, in the Japanese legal order. The academic and social significance of this research 
is described in the "Research Result Report" below.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、前述のように、我が国の多くのマンションが、高経年化し、その居住者が高齢化するなかにあっ
て、我が国のマンション法制について、区分所有法制についての国際比較研究調査を踏まえて、①マンションの
管理（変更を含む。）について適正かつ円滑に促進できるための制度、および②再生（建替えおよび解消）につ
いて適正かつ円滑に促進するための制度を構築するために、学術的見地から法的提言を目的とするものであり、
学術的には、諸外国との法制のなかで我が国の法制がどのような特色を有するのかについて明らかにした点で意
義を有し、社会的には、今後の法制の在り方を具体的に提示した点で意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



 １．研究開始当初の背景 

わが国のマンションストック総数は、研究当初の 2017年末時点において 644.1万戸（2021

年末時点では 685.9万戸）であり国民の約１割の約 1500万人がマンションに居住し、また、

今日の都市ではマンションが主要な住宅となっている。そのうち、建築後 40年超のマンシ

ョンが約 100万戸存在する（以上、国土交通省調べ）。他方、国土交通省の『平成 30年度マ

ンション総合調査結果報告書』（平成 31 年 4 月）によると、建築後 40 年超の 1979（昭和

54）年以前建築のマンションでは、世帯主の年齢が、70 歳代以上の割合が 47.2%、60 歳代

が 30.6%であり、建築後約 30年～40年の 1980（昭和 55）年～1989（平成元）年建築のマン

ションでは、70歳代以上の割合が 37.6%、60歳代が 38.7%である。 

 

 ２．研究の目的 

本研究は、以上のように、マンションの多くが、高経年化し、その居住者が高齢化するな

かにあって、マンションにおいて、（１）現実にどのような問題及び課題が生じているかを

抽出・整理し、（２）報告者がこれまで内外の研究者の協力を得て行ってきた諸外国の法制

の調査研究の成果を基礎に、さらに、諸外国の法制に関し、その実態およびわが国の実態と

の関連において調査・考察をし、（３）わが国のマンション法制において、①適正かつ円滑

な管理（改良も含む）を促進するための制度、および②適正かつ円滑な再生（建替えまたは

解消）を促進するための制度を新たに構築するために、学術的見地から法的提言を目的とす

るものである。なお、本研究は、当初は研究期間を 2018 年度（平成 30 年度）～2020 年度

（令和２年度）としていたが、新型コロナウィルスの蔓延のために、国内外の研究者の協力

を得て実施する予定であった諸外国法制の調査研究を予定どおり実施することができなか

ったため、研究期間を 2021 年度（令和３年度）まで延長した。 

 

 ３．研究の方法 

本研究においては、前記２（１）、（２）に関し、次の（１）、（２）のとおりの方法で調査

研究を実施し、その結果を次のとおり整理した。 

（１）わが国のマンションの課題の抽出・整理  

各種の統計や文献、関連学会における報告、および実務担当者等に対するヒアリング等の

調査を実施し、その結果、今日のマンションにおける最も重要な課題は、次の①～⑤である

と整理した。すなわち、ソフト面では、 ①居住者の高齢化に伴う理事のなり手不足および

②単身高齢者・認知症・空き住戸等の区分所有者の増加に伴う合意形成の難しさへの対応、

ハ－ド面では、③相当数存在する耐震工事未実施マンションへの対応、④マンションの長寿

命化の促進、および⑤マンションの再生（建替え・建物敷地売却）の促進である（なお、③

～⑤はいずれもが、①、②に係る区分所有者の費用負担の問題と関連する）。なお、上の問

題は、ＳＤＧｓにおける「都市開発と Sustinability」（ＳＤＧｓの 17 の目標のうちの 11 番）

という課題と関連し、マンションについても「持続可能性」を視野に入れる必要がある。 



（２）比較法制研究 

海外での現地調査等については、2018 年度には、（ア）ベルギ－と並び世界で最初に区分

所有法を制定したギリシャにおいて、複数の法律研究者（アテネ大学教授等）、実務家（弁

護士等）にヒアリングをし、意見交換をした。それにより、わが国の小規模マンションの管

理に係る施策について有益な示唆を得た。また、（イ）既に学術交流のあるオ－ストラリア

からのマンションに係る実務家（弁護士、管理業者等）の訪日に際して、同国と日本のマン

ション法制の違い、管理の実態の違い等について意見交換を行った。 

2019 年度においては、ドイツにおいて、マンションの再生に関する立法調査及び現地調

査を実施した。立法調査については、ドイツ住居所有権法の改正作業が進行するなか、同法

の改正の方向性について、連邦法務省立法担当者に対してヒアリング調査を実施した。また、

同改正にあたり、唯一、区分所有関係の解消を提案しているノルトラント・ヴェストファ－

レン州の立法担当者（元ケルン裁判所判事）に対し、その提案に関してヒアリング調査を実

施した。さらに、同州の行政担当者から同州の複数の荒廃区分所有建物について、それぞれ

の建物が所在する現地にてそれぞれの実状についての説明を受け、意見交換をした。 

 2020 年度・2021 年度においては、①集会をオンラインで開催することの可否、②第三者

管理方式に対する区分所有者による監査体制、③高齢者等の住戸へのアクセス施設の設置

についての議決要件等に関し、ドイツ、フランス、韓国等の立法の状況およびその実態につ

いて、インタ－ネット等を用いて、各国の研究者等に対してヒアリング調査を実施した。 

 

４．研究成果 

以上の調査研究を踏まえて、わが国のマンション法制に関して、次の（１）および（２）

の立法上の提言を学術的見地から行った。 

（１）マンションの適正かつ円滑な共用部分の管理（変更を含む）の促進 

マンションの管理（変更も含む）を適正かつ円滑に促進するためには、ドイツやフランス

の法制に見られるように、集会の多数決要件を次のように緩和することが求められる。 

①我が国の区分所有法の管理に係る決議要件は、全区分所有者と議決権の過半数（書面ま

たは代理人による議決権行使を含む。）であるが、規約で別段の定めをすることが認められ

（区分所有法 18 条）、実際上多くの管理組合は、マンション標準管理規約に準拠する規約

を設定して、半数以上の定足数を満たした集会における出席者の過半数決議としている。 

ドイツ等の立法例のように集会の定足数を設けない方向性もあり得るが、わが国の実態

は、相当数の区分所有者が「議長（理事長）委任」等による代理権授与により定足数が満た

されていることから、このような実態を踏まえ、現行規定を維持することも考えられる。し

かし、適正かつ円滑な管理を促進するためには、このような実態を踏まえ、会社法 309 条 1

項の規定に倣い、規約による別段の定めを認めつつ、過半数が出席した集会の過半数決議に

よる旨の規律を設ける方向に改めるべきである。 

②共用部分の変更に係る現行の決議要件は、基本的に規約による別段の定めを認めず、区



分所有者と議決権の４分の３以上としている（区分所有法 17 条）。しかし、建替えが資金面

や居住者の高齢化等の理由で一般的には相当な困難を伴うことから、共用部分等の変更に

よってマンションの長寿命化が図られるべきである。すなわち、一方では、高齢者等の住戸

に至るまでのアクセスの確保等の区分所有者側からの要請、他方では、地球温暖化等に係る

社会的要請（電気自動車のための充電設備や外壁・開口窓の工事等）に対応して、マンショ

ンを維持し長寿命化を促進することが求められる。そこで、現行の決議要件を緩和し、上で

述べた管理の場合と同様な方式で、「集会出席者の４分の３（または３分の２）以上」の決

議要件とする旨の規律を設ける方向の改正がなされるべきである。 

なお、規約の変更や建替え等に関する現行の規律については、これまでどおり区分所有者

全員の頭数と議決権による特別多数決議を維持すべきであると考える。 

（２）マンションの再生（建替えまたは解消）についての適正かつ円滑な促進 

①相当数存在する耐震不足のマンションの耐震補強工事は喫緊の課題である。ただ、その

ための多額の費用負担を勘案した場合においては、当該マンションを取り壊して新たな建

物に建て替えるという選択肢もあり得る。また、耐震性に問題はないが、いわゆる社会的老

朽化（例えば、ベランダ以外に洗濯機の置場がない、エレベタ－がない等）のための建替え

を望む区分所有者も相当する存在し得る。そこで、現行の区分所有法の建替えの決議要件で

ある５分の４以上を引き下げることが求められる。その際には、主観的要件と共に、さらに

要件を緩和した客観的要件を併用する方向が妥当であると考える。 

 ②前述のように建替えの要件を引き下げても、費用負担の点、相当数の高齢者の存在、ま

た、これまでの建替え事例は余剰の容積を活用してなされてきたがそのような立地にある

マンションは限られていること等から、建替えのための合意形成は相当な困難が伴う。しか

し、単なる老朽化を超え、十分な管理がされないまま「危険有害マンション」として放置さ

れることは、区分所有者だけではなく地域にとつても望ましいことではない。そこで、わが

国の現行法制では、被災区分所有法およびマンション建替え等円滑化法のみに認められて

いる解消制度（建物・敷地売却等の制度）を区分所有建物全般について導入することが求め

られる。その多数決の要件は、建替えの場合の要件に合わせることが考えられる。 

（３）研究成果の公表等 

本研究の基づく以上の点に関する研究成果については、後記の文献において発表（国外に

向けての英文による発表も含む。）およびいくつかの学会において報告した。 

なお、区分所有法制の改正に向けて、法務省、国土交通省、最高裁判所および有識者によ

り構成される「区分所有法制研究会」において、論点整理がされ（2022 年 9 月に報告書に

纏められる予定）、その後、法務省法制審議会において区分所有法の改正に向けた審議がさ

れる見込みである。本研究代表者（鎌野）は、それらのメンバ－であり、そこでの改正に向

けた論点は、本研究の成果と多くの部分において重なっている。本研究代表者は、本研究の

成果を踏まえて、これまで積極的に発言をしてきており、今後も発言をするつもりである。 

                                     以 上 
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